
テーマ 新規

事業分類 事業種別

交付対象事業

交付対象事業

交付対象事業

交付対象事業

交付対象事業

高齢者福祉サービス事業
高齢者が安心して生活を送れるようにするため、配食サービ
スや移送サービス等の各種支援を行う。

○各種高齢者福祉サービスの実施
・食の自立支援事業　　　8,058食
・緊急通報装置貸与事業　   43台
・移送サービス事業　　　　142件
・介護用品購入助成事業　　136件　　他

福祉バス運行事業
高齢者及び障がい者等の日常的な交通手段を確保するため、
福祉バスを運行する。

○福祉バスの運行
・利用者数　　　　15,462人

曇り止めカーブミラー整備事業
曇り止めと凍結防止機能を備えた防曇型カーブミラーへの更
新を行う。

○防曇型カーブミラー更新工事
・更新箇所　　　77箇所

障がい者のための交通支援事業
障がい者に対し、タクシー料金及び自家用車ガソリン代等の
各種施設への通所交通費の一部を助成する。

○福祉タクシー利用券助成
・利用者数　　　　　140人
○障がい者施設通所交通費助成
・利用者数　　　　　 30人

みらい戦略一括交付金　　プロジェクト自己評価調書（平成２８年度分）

団体名：宇治田原町

プロジェクト名 安心・住みよいまちプロジェクト 実施期間 平成28年度～
まちの安心・安全
その他（生活環境・公
共交通）

新規・継続の区分

地域における現状、課題及び住民ニーズ

　本町の人口は平成17年の10,060人をピークに減少に転じ、労働力の減少や地域活力の低下、社会保障費の増加など様々な面での影響が懸念されてい
る。
　住民アンケート調査では、まちが取り組むべき施策として医療施設や救急医療体制の充実、高齢者福祉施設やサービスの充実とともに、災害に対す
る対策の強化、防犯体制の強化などの意向が多くなっている。このため、誰もが安心して元気に暮らせる保健・医療・福祉体制の充実をはじめ、今後
も、住民の生命や財産を守る防災・防犯対策、交通安全対策に努めるなど、安心・安全な住民生活を確保する必要がある。また、公共交通機関を整備
し、住民生活の利便性や快適性の向上に努める必要がある。

プロジェクトの目的及び概要

　「地域で見守り、安心で暮らしやすいまちをつくる」ため、災害発生時に迅速に復旧できる体制づくりを行い、安全な暮らしを確保するほか、生活
環境を充実させるとともに、公共交通の利用環境を向上させることで、暮らしやすい環境を形成した。

総事業費（千円） 38,325 本年度事業費（千円） 38,325 交付金額（千円） 8,979

プロジェクトを構成する事業の平成２８年度事業実績（出来高数値等）

事業名 事業概要 主な実績（出来高数値等）

市町村
実施事業

災害時避難所物資整備事業 災害時等に避難所となる施設に、生活物資等の備蓄を行う。

○避難場所に備蓄食料、備蓄用飲料水等を補充。
・住民体育館　　　　　　　備蓄食料　　　　500食
　　　　　　　　　　　　　備蓄用飲料水　　360本
・奥山田ふれあい交流館　　備蓄用飲料水　　144本
・田原小学校　            給水袋　      　210個
・学校給食共同調理場　    給水袋　　      990個



みらい戦略一括交付金　　プロジェクト自己評価調書（平成２８年度分）

団体名：宇治田原町

関連事業

関連事業

関連事業

関連事業

関連事業

関連事業

関連事業

関連事業

関連事業

関連事業

高齢者人間ドック事業
後期高齢者医療被保険者の住民に対し、疾病の早期発見・早
期治療に効果のある人間ドック受診費用の一部を助成する。

○人間ドック受診助成
・受診者数　　　39人

障がい者地域生活支援事業
障がい者等が自立した日常生活を営むことができるよう、地
域の特性や利用者の状況に応じた事業を行う。

○社会福祉法人の障がい者地域生活移行支援事業所に対する
補助を実施。

情報伝達システム整備事業
災害時等に迅速・的確な情報伝達を図るため、小中学校等に
ＩＰ告知システムを整備する。

○ＩＰ告知システムの整備
・設置拠点　　　6箇所

消防団装備拡充事業
町消防団装備品等配備計画に基づき、装備品・資機材の整備
を行い、装備の充実を図る。

○団員被服費の整備
・防火手袋　　 50双
・保護メガネ　309個　他
○消防資機材整備
・ヘッドライト　　99個
・トランシーバー　90台　他

生活習慣の改善を促し骨粗しょう症を予防するため、骨粗
しょう症検診及び予防に関する講習を行う。

がんの早期発見・早期治療を図るため、健康増進法に基づき
各種がん検診を行う。

療育教室運営事業
発達支援を必要とする児童の早期発見及び適切な指導を行う
ため、療育教室を開催する。

○療育教室の実施
・実施回数　　　38回
・延べ人数　　 139人

各種がん検診事業
○各種がん検診の実施（肺、胃、大腸、子宮頸がん、乳が
ん、前立腺がん）
・延べ受診人数　　1,550人

認知症カフェ事業
認知症の方やその家族等を支援するため、交流や相談ができ
る場として認知症カフェを開催する。

○認知症カフェの開催
・開催箇所　　4箇所
・利用者数　　616人

コツコツ骨を強くしましょう事業
○骨粗しょう症検診の実施
・受診者数　　225人

市町村
実施事業

新たなステージに入ったがん検診の総
合支援事業

特定の年齢に達した女性に対し、子宮頸がん及び乳がん検診
の無料クーポンを配布し、受診促進を図る。

○がん検診クーポン券の発行
・子宮頸がん　　　7人
・乳がん　　 　　20人

生活交通ネットワーク構築事業
より便利で使いやすい生活交通ネットワークの構築を図るた
め、公共交通検討委員会を設置し、公共交通のあり方の検討
を行う。

○宇治田原町地域公共交通検討委員会の開催とアンケート調
査の実施。
・委員会の開催　　　　　年4回
・アンケート回答者数　1,169人



みらい戦略一括交付金　　プロジェクト自己評価調書（平成２８年度分）

団体名：宇治田原町

交付対象事業

交付対象事業

交付対象事業

交付対象事業

◎ （左の理由）

（理由） （時期）

◎ （左の理由）

（理由） （時期）

総合防災訓練実施事業
過去の災害の教訓を活かし、関係機関と連携した総合防訓練
を実施。

○総合防災訓練の実施　　年1回

キッズ防火隊支援事業
将来の地域防災を担う人材育成を図るため、「キッズ防火
隊」への各種支援を行う。

○各地域で組織されている「キッズ防火隊」へ研修等を実
施。
・視察研修　　　年3回
・防災検定　　　年1回

住民
協働
事業

自主防災組織支援事業
自主防災組織が地域の実情に応じた安心安全施策を行えるよ
う、活動費等に対して支援を行う。

○自主防災組織安心安全活動補助金
　自主防災組織が行う防災訓練活動や資機材・物資整備など
防災対策活動に補助金を交付。
　・補助件数　　　9件

コミュニティバス運行支援事業
地域住民の日常的な交通手段を確保するため、コミュニティ
バス運行事業を行う区等に対して支援を行う。

○奥山田、湯屋谷区が運行するコミュニティバスへの支援。
・利用者数　　10,131人

成
果
指
標
①

成果指標の目標数値 交通事故発生件数：35件以下
成果指標の実績値

（○年○月○日時点）
交通事故発生件数：27件(平成28年)

成果指標の達成状況
生活道路の改良や交通安全施設の整備及び定期的な啓発活動など、ハードとソフトの両面からの事業執行が奏功し、交通
事故発生件数を目標値より大幅に減少させることができた。

成果指標の実績値が更新できない場合
は、その理由及び更新時期

成
果
指
標
②

成果指標の目標数値
町が運行もしくは運行支援する公共交通機関の利用者数
22,200人

成果指標の実績値
（○年○月○日時点）

町が運行もしくは運行支援する公共交通機関の利用者数
25,593人(平成28年度)

成果指標の達成状況
過疎化が進む地区において、地域で運行するコミュニティバスの車両更新を行うことや、積極的なバス利用の広報を行う
ことによって、目標利用者数を大幅に上回ることができた。

成果指標の実績値が更新できない場合
は、その理由及び更新時期

本年度の事業実績が
成果指標の達成に与え
た効果

※未達成の場合も効果
　を記載すること

安心・住みよいまちをつくるために、安全な暮らしを確保するほか、公共交通の利用環境を向上させることが目標であった。その中で、交通安全施設の整備やバス
の車両更新などのハードの面を充実することによって、成果指標を上回る効果を得ることができた。今後もこの成果を継続できるように、積極的な施策に取り組ん
でいく。

※未達成の場合は、成果指標の達成に向けた今後の対応方策についても記載すること。

本プロジェクトに
対する自己評価

関連事業との連携効果
みらい戦略一括交付金を活用した事業と町の単独事業とを組み合わせ、プロジェクトとして一体的に推進することで、上
記目標に繋がる成果をあげることができた。

府と市町村等との連携に資する成果



みらい戦略一括交付金　　プロジェクト自己評価調書（平成２８年度分）

団体名：宇治田原町

（記載要領）

１　プロジェクトごとに本様式を作成し、評価すること。

２　記載欄が不足する場合は、適宜追加すること。

３　事業種別については、交付対象事業又は関連事業の別を記載すること。

４　成果指標の達成状況は、目標数値を上回ったときは◎、目標数値の近似値であるときは○、目標数値を下回ったときは△、判断できないときは―を記載すること。

本プロジェクトに
対する自己評価

住民の自治意識を高める成果

その他の成果 曇り止めと凍結防止機能を備えた防曇型カーブミラーへの更新を行うことで、交通事故発生件数が減少した。

福祉バスやコミュニティバスの運行により、地域住民にとって交通手段が確保され、バス利用者が増加した。また、地域
消防団の装備充実やキッズ防火隊支援事業など、地域住民に対して災害に対する対策を意識してもらうことができた。

リーディング・モデル成果

広域的波及成果

行財政改革に資する成果


